
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)

高知県 大方町
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

10,016
112.54
4,914,487
4,842,579
70,843

人(H17.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.22]

類似団体内順位

[ 100/120 ]

全国市町村平均

0.47

高知県市町村平均

0.24

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

0.15

1.91

0.32

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.22

大方町の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [92.3%]

類似団体内順位

[ 77/120 ]

全国市町村平均

90.5

高知県市町村平均

95.1

(%)

120.0

100.0

80.0

60.0

40.0

20.0

104.7

48.3

89.5
92.3

公債費負担の健全度

起債制限比率 [7.2%]

類似団体内順位

[ 16/120 ]

全国市町村平均

11.2

高知県市町村平均

14.2

(%)

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

△ 5.0

19.3

0.7

9.8
7.2

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [569,620円]

類似団体内順位

[ 52/120 ]

全国市町村平均

466,109

高知県市町村平均

785,409

(円)

2,500,000

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,948,314

235,371

594,006 569,620

給与水準の適正度（国との比較）

ラスパイレス指数 [97.6]

類似団体内順位

[ 108/120 ]

全国市平均

97.6

全国町村平均

93.7
105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

100.1

84.0

93.6

97.6

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [13.38人]

類似団体内順位

[ 96/120 ]

全国市町村平均

8.12

高知県市町村平均

10.57

(人)

30.00

25.00

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

22.59

6.32

11.27

13.38

財政力

財政構造の弾力性

公債費負担の健全度

定員管理の適正度

給与水準の適正度
（国との比較）

将来負担の健全度

類似団体平均

大方町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄

【財政力指数】
・人口の減少や長引く景気低迷による個人・法人関係の減収などから0.22と類似団体平均を下回っているため、退職者不補充等に
よる職員数の削減による人件費の削減（3年間で3.7％ 減）、緊急に必要な事業を峻別し、投資的経費を抑制する等、歳出の徹底的
な見直しに努める。
【経常収支比率】
・人件費に係るものが比較的高い水準にあるため、新規採用の抑制による職員数の減など給与の適正化計画による人件費の削減を
行う。集中改革プランの事務事業の見直しにより、補助金・物件費等義務的経費の削減に努める。
【起債制限比率】
・過去からの起債抑制策により類似団体平均を下回っているが、地方債発行額の上限枠設定などにより、引き続き水準を抑える。
【人口1人当たりの地方債現在高】
・近年大規模事業を抑制してきたため、現在のところ類似団体平均を下回っているが、市町村合併に伴い新規の地方債発行額が見
込まれる。今後の事業実施については「集中改革プラン」によって計画的に運営していく。
【ラスパイレス指数】
・給与体系の見直し（平成16年度）が遅れ、全国的にも高い水準にあるため、「集中改革プラン」によって給与の適正化に努める
ことにより、今後類似団体平均の水準まで低下させる。
【人口1,000人当たり職員数】
・ごみ・し尿収集の民間委託の推進等は行っているものの、町の面積が広大で、類似団体と比較し、出先機関を多く配置しなくて
はいけないことから、平均を上回っている。平成17年度での合併に伴い総務、企画等の管理部門の統一化や出先機関（保育所）の
整理統廃合を実施することにより行政需要に応じつつ、類似団体平均の水準まで職員数を削減する。

※17年度合併により、18年度集中改革プランを策定することにより具体的な数値目標を設定し健全な行政運営を行う。


